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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側より順に、
　正の屈折力を有する第１レンズと、
　負の屈折力を有する第２レンズと、
　正の屈折力を有する第３レンズと、
　正の屈折力を有し、物体側の面の近軸形状が凹形状で、像側の面の近軸形状が凸形状と
された第４レンズと、
　正の屈折力を有する第５レンズと、
　負の屈折力を有する第６レンズとからなり、
　前記第６レンズは少なくとも１つの面が、変曲点を有する非球面形状であり、
　以下の条件式を満足する
　撮像レンズ。
　０．０８６≦｜（Ｒ７－Ｒ８）／（Ｒ７＋Ｒ８）｜＜０．８　……（６）’’
　０．０＜｜Ｒ１２／ｆ６｜＜１．０　……（７）
ただし、
　ｆ６：前記第６レンズの焦点距離
　Ｒ７：前記第４レンズの物体側の面の近軸曲率半径
　Ｒ８：前記第４レンズの像側の面の近軸曲率半径
　Ｒ１２：前記第６レンズＬ６の像側の面の近軸曲率半径
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とする。
【請求項２】
　前記第１レンズは物体側に凸面を向けている
　請求項１に記載の撮像レンズ。
【請求項３】
　前記第２レンズは像側に凹面を向けている
　請求項１または２に記載の撮像レンズ。
【請求項４】
　以下の条件式を満足する
　請求項１ないし３のいずれか１つに記載の撮像レンズ。
　　νｄ１－νｄ２＞２０　……（１）
ただし、
　νｄ１：前記第１レンズのｄ線（波長５８７．６ｎｍ）におけるアッベ数
　νｄ２：前記第２レンズのｄ線におけるアッベ数
とする。
【請求項５】
　以下の条件式を満足する
　請求項１ないし４のいずれか１つに記載の撮像レンズ。
　０．０５＜ｆ１／｜ｆ２｜＜１．５　……（２）
ただし、
　ｆ１：前記第１レンズの焦点距離
　ｆ２：前記第２レンズの焦点距離
とする。
【請求項６】
　以下の条件式を満足する
　請求項１ないし５のいずれか１つに記載の撮像レンズ。
　０．０＜｜ｆ２｜／（ｆ345）＜９．０　……（３）
ただし、
　ｆ345：前記第３レンズ、前記第４レンズおよび前記第５レンズの合成焦点距離
とする。
【請求項７】
　以下の条件式を満足する
　請求項１ないし６のいずれか１つに記載の撮像レンズ。
　０．０＜ｆ／｜ｆ６｜＜５．０　……（４）
ただし、
　ｆ：レンズ全系の焦点距離
　ｆ６：前記第６レンズの焦点距離
とする。
【請求項８】
　以下の条件式を満足する
　請求項１ないし７のいずれか１つに記載の撮像レンズ。
　｜（Ｒ９－Ｒ１０）／（Ｒ９＋Ｒ１０）｜＜１．３　……（５）
ただし、
　Ｒ９：前記第５レンズの物体側の面の近軸曲率半径
　Ｒ１０：前記第５レンズの像側の面の近軸曲率半径
とする。
【請求項９】
　実質的に屈折力を有さないレンズをさらに備えた
　請求項１ないし８のいずれか１つに記載の撮像レンズ。
【請求項１０】
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　撮像レンズと、前記撮像レンズによって形成された光学像に応じた撮像信号を出力する
撮像素子とを含み、
　前記撮像レンズは、
　物体側より順に、
　正の屈折力を有する第１レンズと、
　負の屈折力を有する第２レンズと、
　正の屈折力を有する第３レンズと、
　正の屈折力を有し、物体側の面の近軸形状が凹形状で、像側の面の近軸形状が凸形状と
された第４レンズと、
　正の屈折力を有する第５レンズと、
　負の屈折力を有する第６レンズとからなり、
　前記第６レンズは少なくとも１つの面が、変曲点を有する非球面形状であり、
　以下の条件式を満足する
　撮像装置。
　０．０８６≦｜（Ｒ７－Ｒ８）／（Ｒ７＋Ｒ８）｜＜０．８　……（６）’’
　０．０＜｜Ｒ１２／ｆ６｜＜１．０　……（７）
ただし、
　ｆ６：前記第６レンズの焦点距離
　Ｒ７：前記第４レンズの物体側の面の近軸曲率半径
　Ｒ８：前記第４レンズの像側の面の近軸曲率半径
　Ｒ１２：前記第６レンズＬ６の像側の面の近軸曲率半径
とする。
【請求項１１】
　前記撮像レンズは、実質的に屈折力を有さないレンズをさらに備える
　請求項１０に記載の撮像装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、ＣＣＤ（Charge Coupled Devices）やＣＭＯＳ（Complementary Metal Oxid
e Semiconductor）などの撮像素子を使用した小型の撮像装置、例えばデジタルスチルカ
メラ、およびカメラ付き携帯電話などに好適な撮像レンズ、およびそのような撮像レンズ
を用いた撮像装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＣＣＤやＣＭＯＳ等の固体撮像素子を用いたカメラ付携帯電話やデジタルスチルカメラ
が知られている。このような撮像装置においては、より一層の小型化が要求されており、
搭載される撮影用のレンズにおいてもより小型で全長の短いものが要求されている。
【０００３】
　また、近年ではカメラ付携帯電話のような小型撮像機器においても小型化と共に撮像素
子の高画素化が進んでおり、デジタルスチルカメラと同等の高画素撮像素子を搭載したモ
デルが普及機となっている。そのため、搭載される撮像レンズとしてもこうした高画素の
固体撮像装置に対応する高いレンズ性能が要求されている。
【０００４】
　さらに加えて、暗所撮影でのノイズによる画質の劣化を防止しつつ、より早いシャッタ
スピードを実現するため、より開口Ｆｎｏの明るいレンズが要求されている。こうした小
型かつ高性能の撮像レンズとしては、５枚構成以上の撮像レンズが必要となってくる。例
えば特許文献１ないし４には、５枚構成の撮像レンズが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
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【特許文献１】特開２００９－２９４５２７号公報
【特許文献２】特開２００９－２９４５２８号公報
【特許文献３】特開２０１０－２６２２６９号公報
【特許文献４】国際公開第２０１０／０２４１９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記特許文献１に記載のレンズは、５枚構成でありＦｎｏが２．４～３．２程度であれ
ば諸収差を良好に補正できる。しかしながら、正負正負の４枚のレンズ構成にフィールド
フラットナーを１枚追加したような構成であるため、Ｆｎｏを明るくした場合に球面収差
、およびコマ収差の補正パワーが不足する。そのため、開口Ｆｎｏを明るくすると性能を
追求することが困難となる。
【０００７】
　上記特許文献２に記載のレンズも、上記特許文献１に記載のレンズと同様に、正負正負
の４枚構成のレンズにフィールドフラットナーを１枚追加した構成になっている。そのた
め、像面性をよくするには優位性があるものの、開口Ｆｎｏを明るくした場合に生じる球
面収差、およびコマ収差の補正が困難となり、高画素の撮像素子に見合った性能を確保す
るのが困難となる。
【０００８】
　上記特許文献３に記載のレンズは、５枚構成でＦｎｏ２．０程度を有しており、諸収差
、特にコマ収差の補正を第３レンズ、および第４レンズで行うことによって良好な性能が
確保できる。ただし、第２レンズが物体側に凹面を向けた形状であり、第１レンズとの距
離が離れてしまうことから、良好な色収差補正を行うことが困難となり、この点で性能を
損ねている。また、第２レンズが物体側に凹面を向け、かつ第３レンズが両凸形状をして
いることにより、小型・低背化を追及した際にはペッツバール和の補正が困難となり、像
面性を損ねる結果となる。
【０００９】
　上記特許文献４に記載のレンズも５枚構成であり、Ｆｎｏ２．０程度を有している。第
１レンズと第２レンズとの位置関係が近く、色収差を良好に補正できるうえ、開口Ｆｎｏ
を広げたことによるコマ収差も第３レンズ、および第４レンズで良好に補正することが可
能となる。しかしながらこのレンズは、第４レンズのパワーが強いことで組み立て性を損
ねており、レンズ全系の性能劣化を招くものとなっている。また、今後さらに小型・低背
化、あるいはＦｎｏ開口の拡大を進めると、収差補正、特に球面収差とコマ収差の補正が
困難となる。
【００１０】
　本開示の目的は、小型で、高画素の撮像素子に対応した良好な光学性能を有する撮像レ
ンズおよび撮像装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本開示による撮像レンズは、物体側より順に、正の屈折力を有する第１レンズと、負の
屈折力を有する第２レンズと、正の屈折力を有する第３レンズと、正の屈折力を有し、物
体側の面の近軸形状が凹形状で、像側の面の近軸形状が凸形状とされた第４レンズと、正
の屈折力を有する第５レンズと、負の屈折力を有する第６レンズとからなる。第６レンズ
は少なくとも１つの面が、変曲点を有する非球面形状である。
　また、以下の条件式を満足する。
　０．０８６≦｜（Ｒ７－Ｒ８）／（Ｒ７＋Ｒ８）｜＜０．８　……（６）’’
　０．０＜｜Ｒ１２／ｆ６｜＜１．０　……（７）
ただし、
　ｆ６：第６レンズの焦点距離
　Ｒ７：第４レンズの物体側の面の近軸曲率半径
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　Ｒ８：第４レンズの像側の面の近軸曲率半径
　Ｒ１２：第６レンズＬ６の像側の面の近軸曲率半径
とする。
【００１２】
　本開示による撮像装置は、撮像レンズと、撮像レンズによって形成された光学像に応じ
た撮像信号を出力する撮像素子とを備え、撮像レンズを、上記本開示による撮像レンズに
よって構成したものである。
【００１３】
　本開示による撮像レンズまたは撮像装置では、全体として６枚のレンズ構成で、各レン
ズの構成の最適化が図られている。
【発明の効果】
【００１４】
　本開示の撮像レンズまたは撮像装置によれば、全体として６枚のレンズ構成とし、各レ
ンズの構成の最適化を図るようにしたので、小型で、高画素の撮像素子に対応した良好な
光学性能を実現できる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本開示の一実施の形態に係る撮像レンズの第１の構成例を示すものであり、数値
実施例１に対応するレンズ断面図である。
【図２】撮像レンズの第２の構成例を示すものであり、数値実施例２に対応するレンズ断
面図である。
【図３】撮像レンズの第３の構成例を示すものであり、数値実施例３に対応するレンズ断
面図である。
【図４】撮像レンズの第４の構成例を示すものであり、数値実施例４に対応するレンズ断
面図である。
【図５】撮像レンズの第５の構成例を示すものであり、数値実施例５に対応するレンズ断
面図である。
【図６】撮像レンズの第６の構成例を示すものであり、数値実施例６に対応するレンズ断
面図である。
【図７】撮像レンズの第７の構成例を示すものであり、数値実施例７に対応するレンズ断
面図である。
【図８】撮像レンズの第８の構成例を示すものであり、数値実施例８に対応するレンズ断
面図である。
【図９】撮像レンズの第９の構成例を示すものであり、数値実施例９に対応するレンズ断
面図である。
【図１０】撮像レンズの第１０の構成例を示すものであり、数値実施例１０に対応するレ
ンズ断面図である。
【図１１】撮像レンズの第１１の構成例を示すものであり、数値実施例１１に対応するレ
ンズ断面図である。
【図１２】撮像レンズの第１２の構成例を示すものであり、数値実施例１２に対応するレ
ンズ断面図である。
【図１３】撮像レンズの第１３の構成例を示すものであり、数値実施例１３に対応するレ
ンズ断面図である。
【図１４】撮像レンズの第１４の構成例を示すものであり、数値実施例１４に対応するレ
ンズ断面図である。
【図１５】撮像レンズの第１５の構成例を示すものであり、数値実施例１５に対応するレ
ンズ断面図である。
【図１６】撮像レンズの第１６の構成例を示すものであり、数値実施例１６に対応するレ
ンズ断面図である。
【図１７】数値実施例１に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差を
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示す収差図である。
【図１８】数値実施例２に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差を
示す収差図である。
【図１９】数値実施例３に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差を
示す収差図である。
【図２０】数値実施例４に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差を
示す収差図である。
【図２１】数値実施例５に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差を
示す収差図である。
【図２２】数値実施例６に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差を
示す収差図である。
【図２３】数値実施例７に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差を
示す収差図である。
【図２４】数値実施例８に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差を
示す収差図である。
【図２５】数値実施例９に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差を
示す収差図である。
【図２６】数値実施例１０に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差
を示す収差図である。
【図２７】数値実施例１１に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差
を示す収差図である。
【図２８】数値実施例１２に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差
を示す収差図である。
【図２９】数値実施例１３に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差
を示す収差図である。
【図３０】数値実施例１４に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差
を示す収差図である。
【図３１】数値実施例１５に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差
を示す収差図である。
【図３２】数値実施例１６に対応する撮像レンズの球面収差、非点収差、および歪曲収差
を示す収差図である。
【図３３】撮像装置の一構成例を示す正面図である。
【図３４】撮像装置の一構成例を示す背面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本開示の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。なお、説明は以下
の順序で行う。
　１．レンズの基本構成
　２．作用・効果
　３．撮像装置への適用例
　４．レンズの数値実施例
　５．その他の実施の形態
【００１７】
［１．レンズの基本構成］
　図１は、本開示の一実施の形態に係る撮像レンズの第１の構成例を示している。この第
１の構成例は、後述の数値実施例１のレンズ構成に対応している。同様にして、後述の数
値実施例２ないし１６のレンズ構成に対応する第２ないし第１６の構成例の断面構成を、
図２～図１６に示す。図１～図１６において、符号Ｓｉｍｇは像面、Ｚ１は光軸を示す。
【００１８】
　本実施の形態に係る撮像レンズは、光軸Ｚ１に沿って物体側より順に、第１レンズＬ１
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と、第２レンズＬ２と、第３レンズＬ３と、第４レンズＬ４と、第５レンズＬ５と、第６
レンズＬ６とが配置された、実質的に６つのレンズで構成されている。
【００１９】
　第１レンズＬ１は、正の屈折力を有している。第２レンズＬ２は、負の屈折力を有して
いる。第３レンズＬ３は、正の屈折力を有している。第４レンズＬ４は、正または負の屈
折力を有している。第５レンズＬ５は、正の屈折力を有している。第６レンズＬ６は、負
の屈折力を有している。第６レンズＬ６は、物体側の面および像側の面のうち、少なくと
も１つの面が、中心部から周辺部に行くに従い、凹凸形状が途中で変化するような変曲点
を有する非球面形状であり、光軸Ｚ１との交点以外に少なくとも１つの変曲点を有してい
る。
【００２０】
　第１レンズＬ１は物体側に凸面を向けていることが好ましい。第２レンズＬ２は像側に
凹面を向けていることが好ましい。
【００２１】
　その他、本実施の形態に係る撮像レンズは、後述する所定の条件式等を満足することが
好ましい。
【００２２】
［２．作用・効果］
　次に、本実施の形態に係る撮像レンズの作用および効果を説明する。
【００２３】
　この撮像レンズでは、全体として６枚のレンズ構成とし、各レンズの構成の最適化を図
るようにしたので、小型で、高画素の撮像素子に対応した良好な光学性能を実現できる。
特に、第６レンズＬ６が変曲点を有する非球面を少なくとも１面有しているので、適正な
角度で撮像素子に光線を入射させることができ、高画素の撮像素子に対応可能となる。
【００２４】
　この撮像レンズではまた、第２レンズＬ２の像側の形状を像側に凹面を向けた形状にす
ることで、軸外光線による全反射ゴーストがレンズ周縁部に拡散し、ＣＣＤやＣＭＯＳな
どの固体撮像素子に直接入射することを回避することができ、コマ収差の補正にも有効で
ある。また、第３レンズＬ３から第５レンズＬ５までを、合成で正のパワーをもった形状
にすることで、収差補正、特に像面湾曲や非点収差、およびコマ収差の補正に有効である
。また、第４レンズＬ４が負の屈折力をもっていることで、第４レンズＬ４の周縁部に入
射したゴースト光が物体側の面に反射し、ＣＣＤやＣＭＯＳなどの固体撮像素子に直接入
射することを回避できる。また、第６レンズＬ６を、近軸からレンズ周縁部に行くに従っ
て正の屈折力に変化させることで、像面湾曲の補正に有効である。
【００２５】
（条件式の説明）
　本実施の形態に係る撮像レンズでは、以下の条件式を少なくとも１つ、好ましくは２つ
以上の条件式を組み合わせて満足するように各レンズの構成の最適化を図ることで、より
良好な性能を得ることができる。
【００２６】
　　νｄ１－νｄ２＞２０　……（１）
ただし、
　νｄ１：第１レンズＬ１のｄ線（波長５８７．６ｎｍ）におけるアッベ数
　νｄ２：第２レンズＬ２のｄ線におけるアッベ数
とする。
【００２７】
　条件式（１）は、第１レンズＬ１、および第２レンズＬ２のｄ線におけるアッベ数を規
定している。アッベ数が条件式（１）の範囲の硝材を第１レンズＬ１、および第２レンズ
Ｌ２に使用することで、良好な色収差補正を行うことができる。また、周辺のコマ収差お
よび像面湾曲の発生を抑えることが可能である。
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　この収差補正を考慮すると、条件式（１）の数値範囲は以下の条件式（１）’の通り、
設定することがより好ましい。
　　νｄ１－νｄ２＞２５　……（１）’
【００２８】
　０．０５＜ｆ１／｜ｆ２｜＜１．５　……（２）
ただし、
　ｆ１：第１レンズＬ１の焦点距離
　ｆ２：第２レンズＬ２の焦点距離
とする。
【００２９】
　条件式（２）は、第１レンズＬ１のパワーにおける、第２レンズＬ２の適切なパワー配
分に関連する条件式である。第２レンズＬ２の焦点距離に絶対値を用いているのは、第２
レンズＬ２が負のパワーを有するためである。第１レンズＬ１および第２レンズＬ２を条
件式（２）のようなパワー配置とすることにより、良好な収差補正効果を得られる。条件
式（２）が上限を超えると第２レンズＬ２のパワーが過大になりすぎ、軸外収差の補正、
特に非点収差と像面湾曲の補正が困難となり、製造するときの組み立て性も損ねる結果と
なってしまう。反対に条件式（２）が下限を超えると、第２レンズＬ２のパワーが弱いた
め全長短縮に不利になってしまいコンパクト性を損ねる結果となり、かつ色消しに対して
も不利であり、高画素の撮像素子に見合った性能が得られなくなる。
　この色消しのバランスを考慮すると、条件式（２）の数値範囲を以下の条件式（２）’
の通り、設定することでより好ましい性能を得ることができる。
　０．２＜ｆ１／｜ｆ２｜＜１．１　……（２）’
【００３０】
　０．０＜｜ｆ２｜／（ｆ345）＜９．０　……（３）
ただし、
　ｆ345：第３レンズＬ３、第４レンズＬ４および第５レンズＬ５の合成焦点距離
とする。
【００３１】
　条件式（３）は、第２レンズＬ２のパワーにおける、第３レンズＬ３から第５レンズＬ
５までの合成パワーの適切なパワー配分に関連する条件式である。条件式（３）が下限を
超えると第２レンズＬ２に対して第３レンズＬ３から第５レンズＬ５までの合成パワーが
弱いため、軸外収差の補正、特にコマ収差と非点収差との補正が困難となる。また、全長
短縮に不利になってしまいコンパクト性を損ねる結果となる。反対に条件式（３）が上限
を超えると、第２レンズＬ２に対して第３レンズＬ３から第５レンズＬ５までの合成パワ
ーが過大になりすぎ、軸外収差の補正、特に非点収差と像面湾曲の補正が困難となり、製
造するときの組み立て性も損ねる結果となってしまう。
　これらを考慮すると、条件式（３）の数値範囲は以下の条件式（３）’の通り、設定す
ることがより好ましい。
　０．０＜｜ｆ２｜／（ｆ345）＜６．０　……（３）’
【００３２】
　０．０＜ｆ／｜ｆ６｜＜５．０　……（４）
ただし、
　ｆ：レンズ全系の焦点距離
　ｆ６：第６レンズＬ６の焦点距離
とする。
【００３３】
　条件式（４）は、全系のレンズのパワーにおける第６レンズＬ６の適切なパワー配分に
関連する条件式である。第６レンズＬ６の焦点距離に絶対値を用いているのは、第６レン
ズＬ６が負のパワーを有するためである。条件式（４）が上限を超えると第６レンズＬ６
のパワーが過大になりすぎ、軸外収差の補正、特に歪曲収差の補正が困難となり、製造す
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るときの組み立て性も損ねる結果となってしまう。反対に条件式（４）が下限を超えると
、第６レンズＬ６のパワーが弱いため全長短縮に不利になってしまいコンパクト性を損ね
る結果となる。
　この収差補正を考慮すると、条件式（４）の数値範囲は以下の条件式（４）’の通り、
設定することがより好ましい。
　０．０＜ｆ／｜ｆ６｜＜３．５　……（４）’
【００３４】
　｜（Ｒ９－Ｒ１０）／（Ｒ９＋Ｒ１０）｜＜１．３　……（５）
ただし、
　Ｒ９：第５レンズＬ５の物体側の面の近軸曲率半径
　Ｒ１０：第５レンズＬ５の像側の面の近軸曲率半径
とする。
【００３５】
　条件式（５）は、第５レンズＬ５の物体側の面と像側の面との近軸曲率半径の関係に関
連した条件式である。条件式（５）が規定の範囲に入っていることで、軸外収差、特にコ
マ収差と像面湾曲の補正を良好に行うことができる。
　これを考慮すると、条件式（５）の数値範囲を以下の条件式（５）’の通り、設定する
ことで、より収差補正に有利となる。
　｜（Ｒ９－Ｒ１０）／（Ｒ９＋Ｒ１０）｜＜１．１　……（５）’
【００３６】
　｜（Ｒ７－Ｒ８）／（Ｒ７＋Ｒ８）｜＜０．８　……（６）
ただし、
　Ｒ７：第４レンズＬ４の物体側の面の近軸曲率半径
　Ｒ８：第４レンズＬ４の像側の面の近軸曲率半径
とする。
【００３７】
　条件式（６）は、第４レンズＬ４の物体側の面と像側の面との近軸曲率半径の関係に関
連した条件式である。条件式（６）が規定の範囲に入っていることで、軸外収差、特に非
点収差の補正を良好に行うことができる。
　これを考慮すると、条件式（６）の数値範囲を以下の条件式（６）’の通り、設定する
ことで、より収差補正に有利となる。
　｜（Ｒ７－Ｒ８）／（Ｒ７＋Ｒ８）｜＜０．６　……（６）’
【００３８】
　０．０＜｜Ｒ１２／ｆ６｜＜１．０　……（７）
ただし、
　Ｒ１２：第６レンズＬ６の像側の面の近軸曲率半径
とする。
【００３９】
　条件式（７）は、第６レンズＬ６の像側の面の近軸曲率半径に対する、第６レンズＬ６
の屈折力の値を規定している。条件式（７）が規定の範囲にあることで、収差補正、特に
歪曲収差と像面湾曲とを良好に補正することができる。条件式（７）が規定の範囲を超え
ると、歪曲収差や像面湾曲が悪化することに加え、第６レンズＬ６の屈折力が強くなりす
ぎることで、組み立て誤差が発生したときの性能劣化も問題となる。
【００４０】
　０．０＜｜Ｒ４／ｆ２｜＜１．３　……（８）
ただし、
　Ｒ４：第２レンズＬ２の像側の面の近軸曲率半径
とする。
【００４１】
　条件式（８）は、第２レンズＬ２の像側の面の近軸曲率半径に対する、第２レンズＬ２
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の屈折力の値を規定している。条件式（８）が規定の範囲を超えると、収差補正、特に像
面湾曲が悪化して像面性を損なう結果となり、高画素の撮像素子に見合った高性能を達成
するうえで弊害となる。第２レンズＬ２の屈折力が強くなりすぎた場合には、組み立て誤
差が発生したときの性能劣化が大きくなる問題もある。
【００４２】
　０．０＜｜（Ｒ５－Ｒ６）／（Ｒ５＋Ｒ６）｜＜４．０　……（９）
ただし、
　Ｒ５：第３レンズＬ３の物体側の面の近軸曲率半径
　Ｒ６：第３レンズＬ３の像側の面の近軸曲率半径
とする。
【００４３】
　条件式（９）は、第３レンズＬ３の物体側の面と像側の面との近軸曲率半径の関係に関
連した条件式である。条件式（９）が規定の範囲に入っていることで、開口Ｆｎｏを明る
くしたときに発生するコマ収差の補正に良好に作用する。条件式（９）がこの範囲に入っ
ていない場合には、コマ収差を良好に補正することができず、特に画面周辺部の性能を確
保することが困難となる。
【００４４】
［３．撮像装置への適用例］
　図３３および図３４は、本実施の形態に係る撮像レンズを適用した撮像装置の一構成例
を示している。この構成例は、撮像装置を備えた携帯端末機器（例えば携帯情報端末や携
帯電話端末）の一例である。この携帯端末機器は、略長方形状の筐体２０１を備えている
。筐体２０１の前面側（図３３）には表示部２０２やフロントカメラ部２０３が設けられ
ている。筐体２０１の背面側（図３４）には、メインカメラ部２０４やカメラフラッシュ
２０５が設けられている。
【００４５】
　表示部２０２は、例えば表面への接触状態を検知することによって各種の操作を可能に
するタッチパネルとなっている。これにより、表示部２０２は、各種の情報を表示する機
能とユーザによる各種の入力操作を可能にする入力機能とを有している。表示部２０２は
、操作状態や、フロントカメラ部２０３またはメインカメラ部２０４で撮影した画像等の
各種のデータを表示する。
【００４６】
　本実施の形態に係る撮像レンズは、例えば図３３および図３４に示したような携帯端末
機器における撮像装置（フロントカメラ部２０３またはメインカメラ部２０４）のカメラ
モジュール用レンズとして適用可能である。このようなカメラモジュール用レンズとして
用いる場合、撮像レンズの像面Ｓｉｍｇ付近に、撮像レンズによって形成された光学像に
応じた撮像信号（画像信号）を出力するＣＣＤ（Charge Coupled Devices）やＣＭＯＳ（
Complementary Metal Oxide Semiconductor）等の撮像素子が配置される。この場合、図
１に示したように、第６レンズＬ６と像面Ｓｉｍｇとの間には、撮像素子保護用のシール
ガラスＳＧや各種の光学フィルタ等の光学部材が配置されていても良い。
【００４７】
　なお、本実施の形態に係る撮像レンズは、上記した携帯端末機器に限らず、その他の電
子機器、例えばデジタルスチルカメラやデジタルビデオカメラ用の撮像レンズとしても適
用可能である。その他、ＣＣＤやＣＭＯＳなどの固体撮像素子を使用した小型の撮像装置
全般、例えば光センサー、携帯用モジュールカメラ、およびＷＥＢカメラなどに適用可能
である。
【実施例】
【００４８】
＜４．レンズの数値実施例＞
　次に、本実施の形態に係る撮像レンズの具体的な数値実施例について説明する。
　なお、以下の各表や説明において示した記号の意味等については、下記に示す通りであ
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加するようにして符号を付したｉ番目の面の番号を示している。ただし、面番号において
「ＳＴＯ」とは絞り面であることを示す。「Ｒｉ」は、ｉ番目の面の近軸の曲率半径の値
（ｍｍ）を示す。「Ｄｉ」はｉ番目の面とｉ＋１番目の面との間の光軸上の間隔の値（ｍ
ｍ）を示す。「Ｎｄｉ」はｉ番目の面を有する光学要素の材質のｄ線（波長５８７．６ｎ
ｍ）における屈折率の値を示す。「νｄｉ」はｉ番目の面を有する光学要素の材質のｄ線
におけるアッベ数の値を示す。曲率半径に関し「∞」は当該面が平面または絞り面である
ことを示す。ωは半画角、ＦＮｏはＦナンバーを示す。
【００４９】
　各実施例において、非球面の形状は次式で表される。非球面係数のデータにおいて、記
号“Ｅ”は、その次に続く数値が１０を底とした“べき指数”であることを示し、その１
０を底とした指数関数で表される数値が“Ｅ”の前の数値に乗算されることを示す。例え
ば、「１．０Ｅ－０５」であれば、「１．０×１０-5」であることを示す。
【００５０】
（非球面の式）
　Ｚ＝（Ｙ2／Ｒ）／［１＋｛１－（１＋Ｋ）（Ｙ2／Ｒ2）｝1/2］＋ΣＡｉ・Ｙi

ただし、
　Ｚ：非球面の深さ
　Ｙ：光軸からの高さ
　Ｒ：近軸曲率半径
　Ｋ：円錐定数
　Ａｉ：第ｉ次（ｉは３以上の整数）の非球面係数
とする。
【００５１】
（各数値実施例に共通の構成）
　以下の各数値実施例に係る撮像レンズはいずれも、上記したレンズの基本構成を満足し
た構成となっている。また、各数値実施例に係る撮像レンズはいずれも、第１レンズＬ１
ないし第６レンズＬ６の各レンズ面が非球面となっている。第６レンズＬ６と像面Ｓｉｍ
ｇとの間にはシールガラスＳＧが配置されている。
【００５２】
［数値実施例１］
　［表１］、［表２］は、図１に示した第１の構成例に係る撮像レンズに対応する具体的
なレンズデータを示している。特に［表１］にはその基本的なレンズデータを示し、［表
２］には非球面に関するデータを示す。［表１］にはまた、Ｆナンバー、対角の全画角２
ω、および全系の焦点距離ｆの値も示す。
【００５３】
　この第１の構成例では、第４レンズＬ４は正の屈折力を有している。開口絞りＳｔは第
１レンズＬ１の物体側に配置されている。
【００５４】
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【００５５】
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【表２】

【００５６】
［数値実施例２］
　［表３］、［表４］は、図２に示した第２の構成例に係る撮像レンズに対応する具体的
なレンズデータを示している。特に［表３］にはその基本的なレンズデータを示し、［表
４］には非球面に関するデータを示す。［表３］にはまた、Ｆナンバー、対角の全画角２
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【００５７】
　この第２の構成例では、第４レンズＬ４は正の屈折力を有している。開口絞りＳｔは第
１レンズＬ１と第２レンズＬ２との間に配置されている。
【００５８】
【表３】

【００５９】
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【表４】

【００６０】
［数値実施例３］
　［表５］、［表６］は、図３に示した第３の構成例に係る撮像レンズに対応する具体的
なレンズデータを示している。特に［表５］にはその基本的なレンズデータを示し、［表
６］には非球面に関するデータを示す。［表５］にはまた、Ｆナンバー、対角の全画角２
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ω、および全系の焦点距離ｆの値も示す。
【００６１】
　この第３の構成例では、第４レンズＬ４は正の屈折力を有している。開口絞りＳｔは第
１レンズＬ１の物体側に配置されている。
【００６２】
【表５】

【００６３】
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【表６】

【００６４】
［数値実施例４］
　［表７］、［表８］は、図４に示した第４の構成例に係る撮像レンズに対応する具体的
なレンズデータを示している。特に［表７］にはその基本的なレンズデータを示し、［表
８］には非球面に関するデータを示す。［表７］にはまた、Ｆナンバー、対角の全画角２
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ω、および全系の焦点距離ｆの値も示す。
【００６５】
　この第４の構成例では、第４レンズＬ４は正の屈折力を有している。開口絞りＳｔは第
１レンズＬ１の物体側に配置されている。
【００６６】
【表７】

【００６７】
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【表８】

【００６８】
［数値実施例５］
　［表９］、［表１０］は、図５に示した第５の構成例に係る撮像レンズに対応する具体
的なレンズデータを示している。特に［表９］にはその基本的なレンズデータを示し、［
表１０］には非球面に関するデータを示す。［表９］にはまた、Ｆナンバー、対角の全画
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【００６９】
　この第５の構成例では、第４レンズＬ４は正の屈折力を有している。開口絞りＳｔは第
１レンズＬ１の物体側に配置されている。
【００７０】
【表９】

【００７１】
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【表１０】

【００７２】
［数値実施例６］
　［表１１］、［表１２］は、図６に示した第６の構成例に係る撮像レンズに対応する具
体的なレンズデータを示している。特に［表１１］にはその基本的なレンズデータを示し
、［表１２］には非球面に関するデータを示す。［表１１］にはまた、Ｆナンバー、対角
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【００７３】
　この第６の構成例では、第４レンズＬ４は正の屈折力を有している。開口絞りＳｔは第
１レンズＬ１の物体側に配置されている。
【００７４】
【表１１】

【００７５】
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【表１２】

【００７６】
［数値実施例７］
　［表１３］、［表１４］は、図７に示した第７の構成例に係る撮像レンズに対応する具
体的なレンズデータを示している。特に［表１３］にはその基本的なレンズデータを示し
、［表１４］には非球面に関するデータを示す。［表１３］にはまた、Ｆナンバー、対角
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【００７７】
　この第７の構成例では、第４レンズＬ４は正の屈折力を有している。開口絞りＳｔは第
１レンズＬ１の物体側に配置されている。
【００７８】
【表１３】

【００７９】
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【表１４】

【００８０】
［数値実施例８］
　［表１５］、［表１６］は、図８に示した第８の構成例に係る撮像レンズに対応する具
体的なレンズデータを示している。特に［表１５］にはその基本的なレンズデータを示し
、［表１６］には非球面に関するデータを示す。［表１５］にはまた、Ｆナンバー、対角



(26) JP 5854227 B2 2016.2.9

10

20

30

の全画角２ω、および全系の焦点距離ｆの値も示す。
【００８１】
　この第８の構成例では、第４レンズＬ４は正の屈折力を有している。開口絞りＳｔは第
１レンズＬ１の物体側に配置されている。
【００８２】
【表１５】

【００８３】
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【表１６】

【００８４】
［数値実施例９］
　［表１７］、［表１８］は、図９に示した第９の構成例に係る撮像レンズに対応する具
体的なレンズデータを示している。特に［表１７］にはその基本的なレンズデータを示し
、［表１８］には非球面に関するデータを示す。［表１７］にはまた、Ｆナンバー、対角
の全画角２ω、および全系の焦点距離ｆの値も示す。
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　この第９の構成例では、第４レンズＬ４は正の屈折力を有している。開口絞りＳｔは第
１レンズＬ１と第２レンズＬ２との間に配置されている。
【００８６】
【表１７】

【００８７】
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【表１８】

【００８８】
［数値実施例１０］
　［表１９］、［表２０］は、図１０に示した第１０の構成例に係る撮像レンズに対応す
る具体的なレンズデータを示している。特に［表１９］にはその基本的なレンズデータを
示し、［表２０］には非球面に関するデータを示す。［表１９］にはまた、Ｆナンバー、
対角の全画角２ω、および全系の焦点距離ｆの値も示す。
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　この第１０の構成例では、第４レンズＬ４は正の屈折力を有している。開口絞りＳｔは
第１レンズＬ１と第２レンズＬ２との間に配置されている。
【００９０】
【表１９】

【００９１】
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【表２０】

【００９２】
［数値実施例１１］
　［表２１］、［表２２］は、図１１に示した第１１の構成例に係る撮像レンズに対応す
る具体的なレンズデータを示している。特に［表２１］にはその基本的なレンズデータを
示し、［表２２］には非球面に関するデータを示す。［表２１］にはまた、Ｆナンバー、
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対角の全画角２ω、および全系の焦点距離ｆの値も示す。
【００９３】
　この第１１の構成例では、第４レンズＬ４は負の屈折力を有している。開口絞りＳｔは
第１レンズＬ１の物体側に配置されている。
【００９４】
【表２１】

【００９５】
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【表２２】

【００９６】
［数値実施例１２］
　［表２３］、［表２４］は、図１２に示した第１２の構成例に係る撮像レンズに対応す
る具体的なレンズデータを示している。特に［表２３］にはその基本的なレンズデータを
示し、［表２４］には非球面に関するデータを示す。［表２３］にはまた、Ｆナンバー、
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対角の全画角２ω、および全系の焦点距離ｆの値も示す。
【００９７】
　この第１２の構成例では、第４レンズＬ４は正の屈折力を有している。開口絞りＳｔは
第１レンズＬ１の物体側に配置されている。
【００９８】
【表２３】

【００９９】
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【表２４】

【０１００】
［数値実施例１３］
　［表２５］、［表２６］は、図１３に示した第１３の構成例に係る撮像レンズに対応す
る具体的なレンズデータを示している。特に［表２５］にはその基本的なレンズデータを
示し、［表２６］には非球面に関するデータを示す。［表２５］にはまた、Ｆナンバー、
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対角の全画角２ω、および全系の焦点距離ｆの値も示す。
【０１０１】
　この第１３の構成例では、第４レンズＬ４は正の屈折力を有している。開口絞りＳｔは
第１レンズＬ１の物体側に配置されている。
【０１０２】
【表２５】

【０１０３】
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【表２６】

【０１０４】
［数値実施例１４］
　［表２７］、［表２８］は、図１４に示した第１４の構成例に係る撮像レンズに対応す
る具体的なレンズデータを示している。特に［表２７］にはその基本的なレンズデータを
示し、［表２８］には非球面に関するデータを示す。［表２７］にはまた、Ｆナンバー、
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対角の全画角２ω、および全系の焦点距離ｆの値も示す。
【０１０５】
　この第１４の構成例では、第４レンズＬ４は負の屈折力を有している。開口絞りＳｔは
第１レンズＬ１の物体側に配置されている。
【０１０６】
【表２７】

【０１０７】
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【表２８】

【０１０８】
［数値実施例１５］
　［表２９］、［表３０］は、図１５に示した第１５の構成例に係る撮像レンズに対応す
る具体的なレンズデータを示している。特に［表２９］にはその基本的なレンズデータを
示し、［表３０］には非球面に関するデータを示す。［表２９］にはまた、Ｆナンバー、
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対角の全画角２ω、および全系の焦点距離ｆの値も示す。
【０１０９】
　この第１５の構成例では、第４レンズＬ４は負の屈折力を有している。開口絞りＳｔは
第１レンズＬ１の物体側に配置されている。
【０１１０】
【表２９】

【０１１１】
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【表３０】

【０１１２】
［数値実施例１６］
　［表３１］、［表３２］は、図１６に示した第１６の構成例に係る撮像レンズに対応す
る具体的なレンズデータを示している。特に［表３１］にはその基本的なレンズデータを
示し、［表３２］には非球面に関するデータを示す。［表３１］にはまた、Ｆナンバー、



(42) JP 5854227 B2 2016.2.9

10

20

30

対角の全画角２ω、および全系の焦点距離ｆの値も示す。
【０１１３】
　この第１６の構成例では、第４レンズＬ４は負の屈折力を有している。開口絞りＳｔは
第１レンズＬ１の物体側に配置されている。
【０１１４】
【表３１】

【０１１５】
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【表３２】

【０１１６】
［各実施例のその他の数値データ］
　［表３３］には、上述の各条件式に関する値を、各数値実施例についてまとめたものを
示す。［表３３］から分かるように、各条件式について、各数値実施例の値がその数値範
囲内となっている。
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【０１１７】
【表３３】

【０１１８】
［収差性能］
　図１７～図３２に、各数値実施例の収差性能を示す。これらの各図には収差図として、
球面収差、非点収差、およびディストーション（歪曲収差）を示す。非点収差図において
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、Ｘはサジタル方向、Ｙはメリディオナル（タンジェンシャル）方向の収差を示す。
【０１１９】
　以上の各収差図から分かるように、各実施例について、良好に収差補正された撮像レン
ズを実現できている。
【０１２０】
＜５．その他の実施の形態＞
　本開示による技術は、上記実施の形態および実施例の説明に限定されず種々の変形実施
が可能である。
　例えば、上記各数値実施例において示した各部の形状および数値は、いずれも本技術を
実施するための具体化のほんの一例に過ぎず、これらによって本技術の技術的範囲が限定
的に解釈されることがあってはならないものである。
【０１２１】
　また、上記実施の形態および実施例では、実質的に６つのレンズからなる構成について
説明したが、実質的に屈折力を有さないレンズをさらに備えた構成であっても良い。
【０１２２】
　また例えば、本技術は以下のような構成を取ることができる。
［１］
　物体側より順に、
　正の屈折力を有する第１レンズと、
　負の屈折力を有する第２レンズと、
　正の屈折力を有する第３レンズと、
　正または負の屈折力を有する第４レンズと、
　正の屈折力を有する第５レンズと、
　負の屈折力を有する第６レンズとからなり、
　前記第６レンズは少なくとも１つの面が、変曲点を有する非球面形状である
　撮像レンズ。
［２］
　前記第１レンズは物体側に凸面を向けている
　上記［１］に記載の撮像レンズ。
［３］
　前記第２レンズは像側に凹面を向けている
　上記［１］または［２］に記載の撮像レンズ。
［４］
　以下の条件式を満足する
　上記［１］ないし［３］のいずれか１つに記載の撮像レンズ。
　　νｄ１－νｄ２＞２０　……（１）
ただし、
　νｄ１：前記第１レンズのｄ線（波長５８７．６ｎｍ）におけるアッベ数
　νｄ２：前記第２レンズのｄ線におけるアッベ数
とする。
［５］
　以下の条件式を満足する
　上記［１］ないし［４］のいずれか１つに記載の撮像レンズ。
　０．０５＜ｆ１／｜ｆ２｜＜１．５　……（２）
ただし、
　ｆ１：前記第１レンズの焦点距離
　ｆ２：前記第２レンズの焦点距離
とする。
［６］
　以下の条件式を満足する
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　上記［１］ないし［５］のいずれか１つに記載の撮像レンズ。
　０．０＜｜ｆ２｜／（ｆ345）＜９．０　……（３）
ただし、
　ｆ345：前記第３レンズ、前記第４レンズおよび前記第５レンズの合成焦点距離
とする。
［７］
　以下の条件式を満足する
　上記［１］ないし［６］のいずれか１つに記載の撮像レンズ。
　０．０＜ｆ／｜ｆ６｜＜５．０　……（４）
ただし、
　ｆ：レンズ全系の焦点距離
　ｆ６：前記第６レンズの焦点距離
とする。
［８］
　以下の条件式を満足する
　上記［１］ないし［７］のいずれか１つに記載の撮像レンズ。
　｜（Ｒ９－Ｒ１０）／（Ｒ９＋Ｒ１０）｜＜１．３　……（５）
ただし、
　Ｒ９：前記第５レンズの物体側の面の近軸曲率半径
　Ｒ１０：前記第５レンズの像側の面の近軸曲率半径
とする。
［９］
　上記［１］ないし［８］のいずれか１つに記載の撮像レンズ。
　｜（Ｒ７－Ｒ８）／（Ｒ７＋Ｒ８）｜＜０．８　……（６）
ただし、
　Ｒ７：前記第４レンズの物体側の面の近軸曲率半径
　Ｒ８：前記第４レンズの像側の面の近軸曲率半径
とする。
［１０］
　実質的に屈折力を有さないレンズをさらに備えた
　上記［１］ないし［９］のいずれか１つに記載の撮像レンズ。
［１１］
　撮像レンズと、前記撮像レンズによって形成された光学像に応じた撮像信号を出力する
撮像素子とを含み、
　前記撮像レンズは、
　物体側より順に、
　正の屈折力を有する第１レンズと、
　負の屈折力を有する第２レンズと、
　正の屈折力を有する第３レンズと、
　正または負の屈折力を有する第４レンズと、
　正の屈折力を有する第５レンズと、
　負の屈折力を有する第６レンズとからなり、
　前記第６レンズは少なくとも１つの面が、変曲点を有する非球面形状である
　撮像装置。
［１２］
　前記撮像レンズは、実質的に屈折力を有さないレンズをさらに備える
　上記［１１］に記載の撮像装置。
【符号の説明】
【０１２３】
　Ｌ１…第１レンズ、Ｌ２…第２レンズ、Ｌ３…第３レンズ、Ｌ４…第４レンズ、Ｌ５…
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第５レンズ、Ｌ６…第６レンズ、ＳＧ…シールガラス、Ｓｔ…開口絞り、Ｓｉｍｇ…像面
（撮像素子）、Ｚ１…光軸、２０１…筐体、２０２…表示部、２０３…フロントカメラ部
、２０４…メインカメラ部、２０５…カメラフラッシュ。
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【図１１】
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